
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令 和 3 年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 日本伝統文化協議会

1 事業の成果
三鷹市牟礼近隣(井の頭公園、神田川、玉川上水等)の清掃活動を通して、子ども達に緑あふれる環境を

守る意識と地域貢献の大切さを感 じてもらった。サンカ~教室、タグラグビー教室、ダンス教室、寺子屋

等の開催を行うことで地域交流の発展に寄与し、参加者にスポーツや学ぶことの楽しさを感じてもらう

ことができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 】千円)

事 業 報 告 用

■1房入に「己澤文
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

青少年の健全
育成

学校の授業サポー ト(補
修教室)開催

事業年度内

の毎週木曜

日

17:15～ 18:

15

三鷹 市井の

頭 1-7-5A

INA井 の
頭 102

講師 2名

三鷹市・杉

並区・世田

谷区の中学

生

約 30名

地域交流の発
展 こ匿菫葬

礼・井の頭近隣
{目

`"マ

白 舅′」

不定期

(年 3～

6回 )

三 鷹 市 牟

礼・井の頭・

杉並区久我

山・世田谷

区北烏山

スタッフ3

名及び中学

生ボランテ

ィアスタッ

フ 70名

実施場所の

在住在勤者
約 2,000名

伝統文化の継
承・スポーッ
教室の開催

体幹運動及びサッカーの
技術指導

土日祝日等

国学院大学

久我山第 3

グランド

指導者 3名

及び中学生

ボランティ

アスタッフ

2名

実施場所近

隣にお住い

の幼児

約 30名′毎

地域活力・交
流の向上、ス
ポーツ教室開
催

サッカーを通じて保護者
参加型の幼児 。小学生サ
ッカー教室

土日祝日等

国学院大学

久我山第 3

グランド

指導者 3名

及び中学生

ボランティ

アスタッフ

2名

実施場所近

隣にお住い

の 親 子 約

200組

約 20組
`毎

スポーツ教室
の開催、青少
年の健全育成

幼児・小学生対象のチア
ダンス教室

主に毎週木

及び 日曜 日

三鷹市井の

頭 1-7-5A
INA井 の
頭 103

講師 2名 及

びボランテ

ィアスタッ

フ 1名

実施場所近

隣にお住い

の幼児 ウ」ヽ

学生

約 5名 /毎

消滅の危機 に
瀕 している伝
統芸能 。工芸・
文化の伝承

幼児・小学生及び保護者
対象のア トリエ (絵画)教
室

不定期 日曜

祝日

三鷹市井の

頭 1-7-5A

INA井 の
頭 102

講師 2名及

びボランテ

ィアスタッ

フ

実施場所近

隣にお住い

の親子約 30

組

約 30名 /毎

地域活力・ス
ポーツ教室開
催、地域交流
の発展

保護者
レー ニ

技術指

(母親)への体幹 ト
ング及びサッカー
導

毎週金曜日

国学院大学

久我山第 3

グランド

指導者 3名

及び中学生

ボランティ

アスタッフ

1名

実施場所近

隣にお住い

の 保 護 者

(母親 )

約 30名 /毎

|



地域交流の発
展、青少年の
健全育成

お祭 り (ビンゴ、射的、ダ
ンスボールすくい等)イ
ベン ト

不定期 (春

夏秋冬期

年 4回 )

三鷹市井の

霧尋 1-7-5A

INA井 の
頭 lF

実施場所近

隣のご家族
約 150名 7毎

スポーツ教室
の開催、青少
年の育成、地
域交流の発展

中学生対象の体幹 トレー
ニング及びラグビー技術
指導

毎週木曜 日

18:00～ 19:

00

国学院大学

久我山第 3

グランド

実施場所近

隣の中学生
約 20名γ毎

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

|

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生埜場合)
特定非営利活動法人 日本伝統文化協議会

金   蒻 +・ 合言+

120 000
120.000

635.100
635.100

受取補助金

受取利檀
の

正会員受取会費
贅助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取入会金
売上高

755.100

36.426
394.490
6.000

436.916

B
1

1

2

(1

2 の

2

=■
|,1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
手数料

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
通信費
手数料

436.916

A B 318 184当 期 :常 増 減 額

」

D

C D当 期 :常 外 増 滅

-1 386 814
-1 568 630



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本伝統文化協議会

小計・合計金   額

919,271

1

の

) 形

2)

3 の

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

918,33】

940

919.271

919.271【A】 資 産 合 計 0+②

230,400

230,400

2

+

-1

1

未払全

預 り金

源泉預り金

長期借入金

退職給付引当金

230.400

2,257.501

2.257.501

2.257.501
2.487,901

-1.886.811
B-2

産

318,184
-1 568 630

919,271

財 1摯増減額

_   _     _  |

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
|

l          利

資産合|

■__三二【

】 負 .の

正 味 財 産 の 音

財  産 合 1



1

16 28条

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込処理によっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本伝統文化協議会

伝統文化 と

近代文化の

融合事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

635,100 635,100
120,000

0

120,000
635,100

0

0

0

635,100 635,100 120,000 755,100

36,′126

394,490
6,000

0

0

0

0

0

36,426
394,490
6,000

0

0

0

0

0

36,426
394,490
6,000

436,916 436,916 436,916
436,916 436,916 436,916

g D ロ198 184 318 184198 184 120 000

I 経常収益
l 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2'そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信費
手数料
租税公課
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内 定

科 日



内容 期首残高 当期増加額 ・     ■ 期末残高 備考

合計

ユ

． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

円 )

円 )

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

科 11 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 'デー貫=`:―
■ ―|■  |■  |

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 |」 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
2,147,542 109,959 2,257,501
2,147,542 109,959 2,257,501

長期借入金

合計

科 ||
計算書類に計
上 された金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法

人との取引

2,257,5(:'1 2,257.5012,257,501

2,257,501 2,257,501 2,257.501

(`f動 言1算 ,1})

活動計算書言|

(貸借対照表 )
長期借入金

貸借対照表言|

その他の事業に係る資産の状況

「

~~~~丁 ~~~~



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本伝続文化協議会

金   顧 言十 ,+

267.000
65],33]

919,271

,40

00市事業所

1

2

1古

3 の

仕 全

現全預金
現全
多摩信用金庫普通預金

未収金
源泉所得税未収金

車両運搬具
事業用車両

什器備品
′ヽソコン

ソフ トウェア

オペレ~ン ヨンンステム
文書編集ソフト

敷全
00市事業所

919.27,

【A】 資 産 合 計 ①+② 919.271

230,400

未払全

|,

2

源泉徴収税
返金分

長期は入金
個人借入金

退職給付引当全
験員

230,400

230.400

2.257.501

2,257.501

2 257 501

【B-1】 負 C+C債 合 計 2.487 901

1 568 630【B-2】 正 味 財 産 合 言十 【A】 ― 【B-1】

7Trll

■■■■■■
][I里

薫

=ヨ
i

[][

1 樹

:合 ,

〕- 1 |の



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての1'事業年度における報酬の有無を記

"し
た名簿)

特定非営利活動法人 日本伝統文化協議会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

g以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに

O

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

1

⌒

(::ヲ
・監事
波多野 誠

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年   月   日

`,

/｀ヽ

甲 監 事

エ ビナ  ヨンタカ

海老名 義隆

令和 :“■8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

`ll
月 日

3

/~ヽ

O艦事
カトウ ユウスケ

加藤 祐介

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年   月 日

日年   月

1
⌒

鮭:芳 監事
ハ タノ

波多野

キ ヨコ

キヨ子

令和 3年 8月 1日

令和 4年   月  日

イ1=   月    日

年  月  日

D
/｀ヽ

(り …監事
′`ヤン  トンアキ

林 俊明

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年  月  日

6
(参》監事

アダチ フミヒコ

足達 文彦

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年   月   日

年   月   日

′

⌒

建ヲ・監事
サイ トウ イサム

齋藤 勇

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

自二   月   日

年   月   日

8
′
~ヽ

Qヲ・監事
コウサカ ミツテル

香坂 充輝

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年1   月   日

9
⌒

健ヲ
"監

事
タカハノンユウイチロウ

高橋 周一郎

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年 均 日

10 ・監事

ハセガワタケシ

長谷川 毅

令和 3年 8月 1日

AfnJ+78 31F

年   月   日

年  月  日

|                        |

1事 業 報 告 用 |



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11
/´
~ヽ

理事(ジ
ダイケ ンン

池 伸

令和 3年 8月 1日

令和 4年 7月 31日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏    名

1 波多野誠

2 定池仲

3 小山誠

4 海老名義隆

5 加藤祐介

6 波多野江利

7 林俊明

8 島袋力

9 高橋周―郎

10 長谷川毅

11

12

特定非営利活動法人__旦型量趣⊥ 協議笙_______


